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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 2023年７月１日
至 2023年12月31日

自 2022年７月１日
至 2023年６月30日

売上高 (千円) 995,063 1,711,553

経常利益 (千円) 157,207 169,572

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(千円) 102,386 121,585

四半期包括利益 (千円) 102,386 121,585

純資産額 (千円) 742,219 639,832

総資産額 (千円) 1,498,996 1,065,475

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 41.96 49.83

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) － －

自己資本比率 (％) 49.5 60.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 60,435 255,429

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △25,346 3,331

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 337,396 △27,396

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(千円) 1,109,542 737,057

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2023年10月１日

至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 23.28

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。または、新規上場申請のための

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

（1) 財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（2023年７月１日～2023年12月31日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス

感染症の影響に対する行動制限もなくなり、最低賃金の改定等賃上げの広がりもあり、個人消費を中心に経済活

動に回復の動きが見られましたが、一方で、急激な円安の進行や、ロシアのウクライナ侵攻の長期化によるエネ

ルギー価格や原材料価格の上昇が続いており、諸物価の高騰の中、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような事業環境の中、当社グループはFX取引体験型学習アプリ「FXなび」、株取引体験型学習アプリ「株

たす」、株＆積立投資シミュレーションアプリ「トウシカ」の開発と配信を通じて、投資を始めたい方々の支援

をしてまいりました。2024年の新NISAの導入及び為替市場の変動による投資機会の拡大に対応し、アプリの新機

能リリース及びキャンペーン実施によるマーケティングを強化したことにより、アプリのインストール数及び口

座開設数は堅調に推移しました。また、ファイナンシャルプランニングサービスの事業についても堅調に推移し

ており売上の獲得に繋がりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、995,063千円となり、営業利益は153,159千円、経常利益

は157,207千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は102,386千円となりました。

　 ②財政状態の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は1,498,996千円となり、前連結会計年度末に比べ433,520千円

増加いたしました。これは主に、現金及び預金が372,484千円、売掛金が38,207千円増加したことによるもので

す。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は756,777千円となり、前連結会計年度末に比べ331,133千円増

加いたしました。これは主に、短期借入金が350,000千円増加したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は742,219千円となり、前連結会計年度末に比べ102,386千円

増加いたしました。これは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上102,386千円があったことによるもので

す。

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度

末に比べ372,484千円増加し、1,109,542千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果、得られた資金は60,435千円となりました。これは主に、仕入債務の減少49,499千円、法人税
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等の支払額63,015千円がありましたが、税金等調整前四半期純利益157,207千円を計上したことによるものであり

ます

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は25,346千円となりました。これは主に、敷金及び保証金の差入による支出

24,562千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、得られた資金は337,396千円となりました。これは主に、短期借入による収入350,000千円に

よるものであります。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フロー状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

（4）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,760,000

計 12,760,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,190,000 3,190,000 非上場

完全議決権株式であり、株
主として権利内容に何ら制
限のない当社における標準
となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

計 3,190,000 3,190,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 3,190,000 － 31,900 － －
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(5) 【大株主の状況】

2023年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
（自己株式を除
く。）の総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

小川 亮 東京都世田谷区 1,290,000 52.87

ＷＭグロース４号投資事業有限責

任組合

無限責任組合ＷＭグロース４有限

責任事業組合統括組合員 ＷＭパ

ートナーズ株式会社

東京都千代田区麹町三丁目２番地 670,000 27.46

藤沢 亜理沙 （戸籍名：豊田

亜理沙）
東京都渋谷区 300,000 12.30

久保 ひふみ 東京都足立区 110,000 4.51

株式会社KINOCOS 東京都渋谷区東二丁目23番８号 40,000 1.64

Don’t Look Back in Anger株式会

社
東京都江東区福住一丁目17番11号 30,000 1.23

計 ― 2,440,000 100.00

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 750,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,440,000
24,400

「１ 株式等の状況(1)株式の総数等
②発行済株式数」に記載のとおりで
あります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,190,000 ― ―

総株主の議決権 ― 24,400 ―

② 【自己株式等】

2023年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
グリーンモンスター株式会社

東京都渋谷区富ヶ谷一
丁目３番８号

750,000 ― 750,000 23.5

計 ― 750,000 ― 750,000 23.5
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年12月31日まで)及び第２四半期連結

累計期間(2023年７月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人に

よる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度

（2023年６月30日）

当第２四半期連結会計期間

(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 737,057 1,109,542

売掛金 160,024 198,231

その他 58,582 61,689

流動資産合計 955,664 1,369,463

固定資産

有形固定資産 2,384 2,594

無形固定資産

　のれん 34,015 30,236

　その他 1,045 794

　無形固定資産合計 35,061 31,030

投資その他の資産 72,365 95,907

固定資産合計 109,811 129,532

資産合計 1,065,475 1,498,996
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(単位：千円)

前連結会計年度

(2023年６月30日)

当第２四半期連結会計期間

(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 90,708 50,195

短期借入金 － 350,000

１年内返済予定の長期借入金 17,608 10,008

未払金 90,886 105,789

未払法人税等 63,015 55,600

未払消費税等 43,118 25,297

賞与引当金 － 36,309

契約負債 10,884 13,378

　その他 8,338 16,398

流動負債合計 324,559 662,976

固定負債

長期借入金 60,802 55,798

役員退職慰労引当金 33,252 31,752

　その他 7,028 6,249

　 固定負債合計 101,083 93,800

負債合計 425,643 756,777

純資産の部

株主資本

資本金 31,900 31,900

利益剰余金 746,502 848,889

自己株式 △138,750 △138,750

　株主資本合計 639,652 742,039

新株予約権 180 180

純資産合計 639,832 742,219

負債純資産合計 1,065,475 1,498,996
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間

(自 2023年７月１日

至 2023年12月31日)

売上高 995,063

売上原価 658,037

売上総利益 337,026

販売費及び一般管理費 ※ 183,867

営業利益 153,159

営業外収益

受取利息 4

補助金収入 1,095

為替差益 1,840

その他 2,080

営業外収益合計 5,020

営業外費用

支払利息 971

その他 1

営業外費用合計 972

経常利益 157,207

税金等調整前四半期純利益 157,207

法人税等 54,821

四半期純利益 102,386

親会社株主に帰属する四半期純利益 102,386
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間

(自 2023年７月１日

至 2023年12月31日)

四半期純利益 102,386

四半期包括利益 102,386

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 102,386
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 157,207

減価償却費 874

のれん償却額 3,779

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,500

受取利息 △4

支払利息 971

為替差損益（△は益） 4,504

売上債権の増減額(△は増加) △35,713

仕入債務の増減額(△は減少) △49,499

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,820

賞与引当金の増減額(△は減少) 36,309

未払金の増減額（△は減少） 14,903

未払費用の増減額（△は減少） 9,245

その他の資産の増減額（△は増加） 1,159

小計 124,417

利息の受取額 4

利息の支払額 △971

法人税等の支払額 △63,015

営業活動によるキャッシュ・フロー 60,435

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △834

敷金及び保証金の返還による収入 50

敷金及び保証金の差入による支出 △24,562

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,346

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 350,000

長期借入金の返済による支出 △12,604

財務活動によるキャッシュ・フロー 337,396

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 372,484

現金及び現金同等物の期首残高 737,057

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,109,542
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日 至 2023年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりで

あります。

当第２四半期連結会計期間

（2023年12月31日）

当座貸越極度額 650,000 千円

借入実行残高 350,000

差引額 300,000

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年７月１日

　 至 2023年12月31日）

役員報酬 38,460 千円

給料及び手当 23,301

支払報酬料 21,235

賞与引当金繰入 36,309

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年７月１日

　 至 2023年12月31日）

現金及び預金 1,109,542 千円

現金及び現金同等物 1,109,542

(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自 2023年７月１日 至 2023年12月31日)

配当金支払額

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 2023年７月１日 至 2023年12月31日)

当社グループは、全セグメントに占める「投資学習支援事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

(金融商品関係)

短期借入金は企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額に前連

結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び

前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年７月１日

　 至 2023年12月31日）

体験型投資学習アプリ 919,637

広告代理業 2,870

ファイナンシャル・プランニングサービス 72,555

顧客との契約から生じる収益 995,063

外部顧客への売上高 995,063

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 41円96銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 102,386

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　(千円)

102,386

普通株式の期中平均株式数(株) 2,440,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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